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はじめに

令和８年度の各省庁の予算において、様々なカーボンニュートラル支援の
施策（省エネ・再エネの促進、エネルギー転換等）が打ち出されています。
このパートでは、経済産業省施策の大きな方向性や、中小企業等の地域
企業がカーボンニュートラルに取り組む意義について説明します。

本説明会の各省庁担当者から、個別の予算についての説明もありますので、
自治体の皆様方におかれましては是非各動画をご覧頂き、皆様が今後の
方策をご検討なさる際の、ご参考として頂ければと思います。

事業者の皆様におかれましては、カーボンニュートラルの挑戦を成⾧の機会
と捉えて、生産性の向上や新事業の創出等、稼ぐ力の強化につなげていた
だきたいと思います。
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カーボンニュートラルとは、温室効果ガス（GHG）の排出を全体としてゼロにすること。
 「排出を全体としてゼロにする」とは、温室効果ガスの「排出量」から植林等による「吸収量」を

差し引いた、合計をゼロにすること（ネットゼロ、実質ゼロと同じ）
 「温室効果ガス」とは、二酸化炭素（CO2）だけでなく、メタンなどを含む

日本の場合、温室効果ガスの8割以上がエネルギー起源CO2（燃料の燃焼、供給された
電気・熱の使用に伴って排出されるCO2）のため、エネルギー分野の取組が重要。

エネルギー起源CO2

9.7億t-CO2

非エネルギー起源CO2

0.7億t-CO2

メタン 0.3億t-CO2

一酸化二窒素 0.2億t-CO2 代替フロン等4ガス

0.5億t-CO2

ＧＨＧ排出量
11.4億トン

日本の温室効果ガス排出量（2022年度）カーボンニュートラル

 日本は、2030年度の温室効果ガス 46％削減
（2013年度比）、また、2050年までにカーボン
ニュートラルを目指すことを宣言。

 実現には、産業界・消費者・政府など国民各層が
総力をあげて取り組むことが必要。

（出典）国立環境研究所 温室効果ガスインベントリより作成

カーボンニュートラルとは

（出典）NEDO Green Japan, Green Innovation WEBサイトより作成 2



GX（グリーントランスフォーメーション）とは
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 日本では、産業革命以来の化石エネルギー中心の産業構造・社会構造から、クリーンエネルギー
中心のものへ転換することをグリーントランスフォーメーション（GX）と位置づけ。

 GX推進を通じて、エネルギー安定供給、経済成⾧、脱炭素の3つを同時に実現すべく、取組を
進めていく。

• 待ったなしの
気候変動対策
の加速

• 2050年カーボ
ンニュートラル
等の国際公約

• ロシアによるウクライナ侵略等の影響により、世界
各国でエネルギー価格を中心にインフレが発生

• 化石燃料への過度な依存から脱却し、危機に
も強いエネルギー需給構造を構築

• 強みを有する脱
炭素関連やAIな
どのデジタル技術
を活用し、経済成
⾧・産業競争力
強化を実現

クリーンエネルギー中心の日本

脆弱な
エネルギー
需給構造

CO2
排出

価格高騰
リスク

化石エネルギー中心の従来の日本

排出
削減

安定供給

経済
成⾧

（出典）第13回GX実行会議 ほか



GX政策のこれまでの動き

（出典）第15回GX実行会議
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai15/index.html 4



令和８年度 経済産業省関係 概算要求等概要

（出典）経済産業省HP https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2026/pdf/01.pdf 5



（出典）クリーンエネルギー戦略中間整理
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/green_transf
ormation/pdf/20220519_1.pdf

中小企業におけるカーボンニュートラル対応の重要性と課題

 日本全体のGHG排出量のうち、中小企業が１割～２割弱を占め、目標実現には
中小企業の取組も必要不可欠。

 カーボンニュートラルについて、具体的な方策を実施している企業は、この数年で
増加傾向にある。

＜脱炭素化の取組状況＞
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中小企業におけるカーボンニュートラル対応の現状

 業種別に脱炭素化への取組状況を見ると、建設業、製造業、運輸業等で取組が進ん
でいる。

 取引先から脱炭素化への取組を要請される企業も、全業種で増加傾向にある。

（出典）2025年度版中小企業白書 https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2025/PDF/chusho/03Hakusyo_part1_chap2_web.pdf

＜脱炭素化の取組に関する取引先からの協力要請＞＜脱炭素化の取組状況（2023年・業種別）＞



GXへの
理解

事業活動の脱炭素化
（省エネ・再エネ等）

脱炭素化
のステップ
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地域企業の事業活動の脱炭素化
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 気候変動に関連する地域
企業のビジネスチャンス・リ
スクを把握・分析

 既存事業の高付加価値
化・利益率向上、市場の
変化への対応力向上等に
より、競争力強化と脱炭
素化を実現する具体的な
道筋や取組を検討

 経済性のある省エネ投資から着手し、既
存事業の利益率・収益力を向上

 グリーン電力への切り替えや、再エネ導入
により企業価値を向上

経営戦略の脱炭素化
（新事業進出等）

地域企業の
事業インパクト分析

地域企業の
意識変革・行動変容

地域企業の経営戦略の脱炭素化

 GX対応の重要性を理解
し、対策について知る

 社会・市場のニーズを取り込んだグリーン
な製品・サービスの開発等を通じた新事
業創出・新分野展開

 気候変動リスク低減のための事業多角
化や業態転換等の事業再構築
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経
営
変
革
の
ス
テ
ッ
プ

現状把握
インパクト分析
戦略策定

01

02

 排出量の見える化や専門
家による省エネ診断等を
活用することで、自社の立
ち位置の見える化

地域企業の
現状把握（見える化）

※企業ごとに利用可能な技術、サプライチェーン上の位置づけ等が
異なるため、自社の置かれた環境を踏まえたトランジションを実践

 エネルギー需給構造と産業構造の転換により、地域企業も不可逆的な事業環境の
変化に直面。カーボンニュートラルを実現する技術の選択肢・道筋は１つではないため、
自社の置かれた環境を踏まえて、適切なトランジションを描くことが重要。

地域企業のカーボンニュートラル対応のステップと中小企業向けの主な支援策

知る 把握する（測る） 取り組む（削減する、新事業展開する）
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・中小企業基盤整備機構
オンライン相談窓口

・各種説明会・セミナー 等

・省エネ診断
・省エネお助け隊

・IT導入補助金 等

・省エネ補助金
・省エネ設備投資利子補給

・CN税制

・ものづくり補助金
・新事業進出補助金

・研究開発支援（Go-Tech）等

施
策
例



＜相談内容の例＞

• どのように省エネ・カーボンニュートラルに取り組んだら
いいのかわからない

• 自社のCO2排出量を測定する方法を知りたい
• 環境配慮型の取組をPRしたい
• 取引先から自社製品・工程のCO2排出量の開示

を求められて困っている
• 再生可能エネルギーを導入したい
• SBTやRE100に加入するメリットや方法を知りたい
• 脱炭素化へ向けた設備導入に活用できる補助金

を知りたい

 中小企業基盤整備機構では、カーボンニュートラルや脱炭素化に取り組む中小企業・小規模事業
者に、豊富な経験と実績をもつ専門家がアドバイスを実施。

 また、省エネルギー対策の情報提供や環境経営に関するアドバイスも実施。

（出典）中小企業基盤整備機構 https://www.smrj.go.jp/sme/consulting/sdgs/favgos000001to2v.html

中小機構のカーボンニュートラルオンライン相談窓口
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 省エネ設備・機器と非化石エネルギーを使用する設備・機器の更新費用等の一部を支援。

省エネ・非化石転換補助金

（出典）経済産業省HP https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/carbon/shien/240520_1_1.pdf
（一社）環境共創イニシアチブHP https://syouenehojyokin.sii.or.jp/
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付加価値額（営業利益＋人件費＋減価償却費）
炭素生産性＝

エネルギー起源二酸化炭素排出量

（出典）経済産業省 https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/cnpoint.pdf

事業者全体又は事業所単位で3年以内に一定要件以上向上することを目指す計画を作成

カーボンニュートラルに向けた投資促進税制
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 2050年カーボンニュートラルに向けて、温室効果ガス排出量と相殺可能なカーボンクレ
ジットを創出し、活用を推進していくことが必要。

 当局では、J-クレジット（※）の普及のための説明会等の実施の他、J-クレジットの創出
を希望する自治体・中小企業からの相談対応・計画書作成の支援等を実施。また、J-ク
レジットの創出者・購入希望者とのビジネスマッチングを実施。
※J-クレジット:省エネ再エネ設備の導入や森林管理等による温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして国が認証する制度
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１．普及啓発
質問・相談対応、制度説明対応、講師派遣等
２．創出支援（登録・認証）
プロジェクトの登録支援（計画書作成コーチング支援）
供給拡大に向けた認証支援
（モニタリング報告書作成コーチング支援）
３．需要開拓支援
クレジット創出者と購入希望者とのビジネスマッチング
４．支援体制の構築・強化
自治体ネットワーク会議、勉強会、交流会

J-クレジットの普及啓発・促進支援

民間企業・自治体等の省エネ・低炭素投資等を促進
し、クレジット活用で国内の資金循環を促すことで、環
境と経済の両立を目指す。

Jークレジットの活性化



13（出典）第９回 GX実現に向けた専門家ワーキンググループ

中小企業のGX推進に向けた施策の強化



経済産業省の中小企業のカーボンニュートラル支援策

（出典）経済産業省ホームページ:https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf

経済産業省のホームページにて中小企業のカーボンニュートラル支援策を
とりまとめて公開。
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カーボンニュートラルに関するポータルサイト、ガイダンス資料の整備

 関東経済産業局は、カーボンニュートラルに伴う事業環境の変化等の情報を的確に地
域に届けるためのポータルサイト・ガイダンス資料を公開。金融機関・支援機関の方が
活用することを想定したガイダンス資料（概要版・チラシ）も合わせて作成。

 補助金等の支援策やセミナー等の最新情報を掲載したメールマガジン「エネマガ」も配信。

関東局カーボンニュートラルポータルサイト

CNガイダンス資料
国内外における環境変化や関係法令の動向、
地域や企業の取組事例等を更新。

ガイダンス資料（抜粋版・チラシ）

ポータルサイト・ガイダンス資料 掲載ページ
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/kanto_cn.html
エネマガ申込 https://www.kanto.meti.go.jp/mailmagazine/setuden_melmaga.html 15



お問い合わせ先

関東経済産業局 資源エネルギー環境部
カーボンニュートラル推進課

bzl-kanto-cn@meti.go.jp

※支援施策によっては募集が終了している場合や
内容（要件、申請時期等）が変更される場合もございますので、

ホームページ等にて最新の情報をご確認ください。
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